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1. 研究目的 

商品開発を行ううえでは、顧客の潜在ニーズ、すな

わち顧客自身も認識していないニーズを把握するこ

とが重要である。行動観察は潜在ニーズに関する原始

データを集めるために有効な手法であるが、反面、結

果が、観察者に依存する難しさがある。 

関谷ら[1]は、アンケート調査を行い、得られたデー

タに基づいて行動マトリックス（要求品質展開表を縦

軸方向にとり、行動一覧表を横軸方向にとったマトリ

ックス）を作成し、要求と行動とのマトリックスに基

づいて観察する行動を絞る限定観察法を提案してい

る。また、清水ら[2]は、事前に観察する行動を絞らな

い自由観察法と限定観察法の比較を行い、限定観察法

ではられる原始データの数は少ないが、自由行動観察

では得られなかったような新しいニーズが得られる

ことを明らかにしている。ただし、これらの方法では、

観察する行動を限定する際に自由書式のアンケート

調査の結果を用いているため、必ずしも潜在ニーズを

的確に捉えたものになっていない可能性がある。また、

アンケート調査と行動観察とでは原始データの性質

が異なるため、両者を統合して活用することが難しい

という課題があった。 

本研究は、限定行動観察法の有効性をさらに高める

ことをねらいに、限定行動観察を行う前の準備として

行っている自由書式のアンケート調査に代替し、自由

行動観察を行う二段階行動観察法を考案する。また、

この二段階行動観察法を性質の異なる複数の商品に

適用し、その有効性を明らかにする。 

 

2. 二段階行動観察手順の提案 

表 1 は、自由書式によるアンケート調査と自由行動

観察との利点・欠点を比較したものである。ここでは、

両者の相違を踏まえて、従来の方法で用いていた自由

書式のアンケート調査を自由行動観察で置き換えた

二段階行動観察法を提案する。  

二段階行動観察法の手順は、以下の通りである。 

(1) 自由観察法を用いて行動観察を行う。 

(2) 得られた原始データを要求品質に変換し、要求

品質展開表[3]を作成する。 

(3) 要求品質展開表に示されている各ニーズを持

つ顧客が当該の商品を利用するにあたって取

り得ると考えられる行動（または各ニーズに関

係すると考えられる身体部位）を列挙し、その

類似性に基づいて分類し、行動一覧表（または

身体部位一覧表）を作成する。 

(4) (2)で作成した要求品質展開表を縦軸方向に、

(3)で作成した行動一覧表（または身体一覧表）

を横軸方向に取った行動マトリックス（または

身体部位マトリックス）を用意し、各セルに、

要求品質と行動との関係性の強さ（または要求

品質と身体分との関連性の強さ）を示す記号を

記入する。作成したマトリックスを用い、限定

する行動（または身体部位）を決定する。 

(5) (4)で限定した行動（または身体部位）に着目し、

限定観察法を用いた行動観察を行う。 

(6) (1)で得られた原始データと(5)で得られた原始

データを要求品質に変換し、統合した要求品質

展開表を作成する。また、自由行動観察法で得

られた要求品質と限定観察で得られた要求品

質を比較し、行動（または身体部位）を限定し

たことの有効性を評価する。 
 

表１ 自由行動観察と自由書式アンケート調査 

手法 利点 欠点 

自由

行動

観察 

・ 本人が認識していないニ

ーズも得られる 

・ 実際に商品を使用してい

る時のニーズが得られる 

・ 具体的な使用条件を設定

できる 

・ 観察する人数が限られる 

・ 観察者の力量に依存する 

・ 消費を使用した期間が短い

ときのニーズしか得られな

い 

自由

書式

のア

ンケ

ート

調査 

・ 多くの人の回答が貰える 

・ アンケート作成者の力量

に依存しにくい 

・ 商品を長期間使用した時

のニーズも得られる 

・ 回答者が意識していないニ

ーズは得られない 

・ 実際に商品を使用している

時のニーズは得られない 

・ 使用条件の具体性が低い 

 

3. 二段階行動観察法の適用 

3 章で提案した二段階行動観察法の有効性を検証す

るとともに、商品の特性が結果に与える影響を明らか
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にするために、性質の異なる複数の商品を選んで二段

階観察法を適用した。 

 

3.1 商品の選定 

機能が多い商品か少ない商品か、移動を伴う商品か

そうでない商品かという二つの軸に着目し、同じ場所

（駅）で観察できる以下の４商品を選んだ。 

(1) 機能（少ない）、移動（伴う）：カバン 

(2) 機能（多い）、移動（伴う）：スマートフォン 

(3) 機能（少ない）移動（伴わない）：自動改札機 

(4) 機能（多い）、移動（伴わない）：自動券売機 

 

3.2 自由行動観察の実施（手順１） 

 3.1 節で選定した商品について、山梨県 JR 甲府駅

で自由行動観察を行った。観察者は５人 A～E である。

A～C は 2017 年 11 月に観察を実施し、D、E は 2018

年 11 月に観察を実施した。各観察者は、４商品につ

いて、それぞれ 10 人の対象者の行動を観察した。結

果として、狙いとした 200 人分（行動観察者５人×４

商品×対象者 10 人）のうち、195 人分を得た。得ら

れた原始データの一例を表 2 に示す。 
 

表 2 カバンの自由行動観察の記録（一部） 

観察者の

特徴 
商品の特徴 気になる行動 

70代女性 肩掛けカバン 肩かけが持ちにくそうにしていた 

20代男性 腰かけカバン 軽くて楽にしている 

    座っていても邪魔になっていない 

… … … 
 

3.3 要求品質展開表の作成（手順２） 

3.2 節で得られた原始データを要求品質に変換し、

要求品質表を作成した。原始データを一つひとつ見て

いき、どのようなニーズがその行動を引き起こしてい

るのかを考え、要求品質の形に書き換えた。その上で、

観察員Ａ～Ｅの観察結果から得られたすべての要求

品質を、KJ 法を用いて類似性の高いもの同士グルー

プにまとめ、要求品質展開表を作成した。カバンにつ

いての結果の一部を表 3 の左半分に示す。この表の縦

軸方向を見ると要求の種類が並び、横軸方向を見ると、

右に行くほど（次数が高くなるほど）具体的な表現が

並んでいる。要求品質展開表の作成に当たっては、各

次数が次の条件を満たすように統一を図った。 

(1) 1 次：商品によらず共通する要求品質。 

(2) 2 次：商品または商品を使用する状況を指定し

た要求品質。 

(3) 3 次：商品を使用する状況または商品の具体的

な部位を指定した要求品質。 

(4) 4 次：3 次で指定した使用状況や具体的な部位を

より詳細に示すことで、3 次の要求を満たす方

策が具体的にイメージできる要求品質。 

 

3.4 行動、身体部位一覧表の作成（手順３） 

4 商品について、どのような行動があり得るか考え、

行動一覧表を作成した。例えば、カバンを対象にする

と、「持つ」「開け閉めする」などの行動を列挙した。

また、身体部位一覧表は、商品に関係なく、「顔」「手」

など、人の身体部位を列挙した。カバンについての行

動一覧表の一部を表 3 の右半分の上２行に示す。 

 

3.5 限定する行動、身体部位の選定（手順４） 

3.3 節で作成した要求品質展開表を縦軸方向に、3.4

節で作成した行動一覧表（または身体部位一覧表）を

横軸方向にとった行動マトリックス（または身体部位

マトリックス）を商品ごとに作成した。カバンについ

ての結果の一部を表 3 に示す。なお、要求品質と行動

に絞ることにし、◎（2 点）、○（1 点）、△（0.5 点）

の合計点の一番高い項目のみを観察する行動または

身体部位として選んだ。結果を表 4 に示す。 
 

表 3 カバンの行動マトリックス（一部） 

要求品質展開表  行動 

1 次 2 次 3 次 4 次 
カバンを

持つ 

カバンの

開け閉め 
… 

持ちやすい（5）  

自由な体勢で持ちやすい(1)  
地面から持ち上げやすい(1) … ◎     

地面に置きやすい(7) …       

持つときにちょうど良い大きさ*  
歩くときに邪魔にならない(4) …       

狭いところを通りやすい大きさ(1) …       

… … … … ◎     

                         合計点 23.5 6.0 … 
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表 4 限定して観察する行動・身体部位 

商品名 限定する種類 限定する内容 

スマートフォン 行動 文字を読む 

身体部位 手 

カバン 行動 カバンを持ち歩く 

身体部位 手 

自動券売機 行動 ボタンを押す 

身体部位 手 

自動改札機 行動 改札機への入退場 

身体部位 足 

 

3.6 限定観察の実施（手順５） 

3.5 節で限定した行動および身体部位を用いて、3.2

節の自由行動観察と同様の観察者が、４商品について、

それぞれ 10 人の対象者の行動観察を実施した。400

名分（観察者５人×４商品×２限定パターン×対象者

10 人）の観察を行い、399 名分の有効な結果を得た。 

 

3.7 統合した要求品質展開表の作成（手順６） 

3.6 節の限定観察で得られた原始データを一つひと

つ要求品質に変換したうえで、3.2 節の自由行動観察

で得られた要求品質と合わせ、観察者 A～E が得たす

べての要求品質を、KJ 法を用いて商品ごとにグルー

ピングし、統合した要求品質展開表を作成した。なお、

選んだ行動や身体部位の有効性の評価については、5.

で詳しく述べる。 

 

4. 各行動観察の比較 

4.1 得られる要求品質の数および具体性から見た 

有効性の比較 

 全商品について得られた要求品質の度数を、観察法

と次数に着目して二元表にまとめた。また、商品によ

って層別した二元表を同様に作成した。結果の一例を

表 5 に示す。この解析により以下のことがわかった。 

(1) 限定行動観察では、他の観察法と比べると、得

られる要求品質の数が多く、得られる 4 次の要

求品質も多い。 

(2) ４商品を通して見ると、一部を除いて、限定行

動観察のほうが限定部位観察に比べて得られ

る要求品質の数が多く、4 次の要求品質の割合

が高い。 

(3) 商品によって、3 つの観察法で得られる要求品

質の数、4 次の要求品質の割合についての特徴

が異なる。主に、機能の多い商品（スマートフ

ォン、自動券売機）と機能の少ない商品（カバ

ン、自動販売機）によって結果が異なる。反面、

移動性がある商品と移動性がない商品の間で

は、結果の大きな差は見られない。 
 

表 5 得られた要求品質の度数（全商品） 

観察法 1,2 次 3 次 4 次 合計 

自由行動観察 95 307 56 458 

限定行動観察 97 286 113 496 

限定部位観察 42 305 76 423 

合計 234 898 246 1377 
 

注 ) 観察方法によって得られる要求品質の次数の割合が同じ

かどうかを判定するために、分割表による独立性の検定

を行った。結果として、P 値= 0.000＜0.05 となり、有意

水準 5％で差があると言えた。 

 

4.2 行動観察員によるバラつきから見た比較 

全商品について各行動観察で得られた要求品質の

度数を、行動観察員と次数に着目して二元表にまとめ

た。この解析により以下のことがわかった。 

(1) 自由行動観察は、限定行動観察や限定部位観察

に比べて、行動観察員による結果（得られる４

次の要求品質の割合）のばらつきが大きい。 

(2) 同じ限定観察でも、限定行動観察は、限定部位

観察に比べて、行動観察員による結果（得られ

る４次の要求品質の割合）のばらつきが小さい。 

 

5. 考察：従来の方法との比較 

 2 章で提案した二段階行動観察では、最初の自由行

動観察で得られた原始データを限定観察において着

目する行動・部位を絞るために利用するだけでなく、

自由行動観察で得られたデータと限定観察で得られ

たデータを１つにまとめた要求品質展開表を作成で

きる。これは、どちらのデータも行動観察によって得

られた同じ性質を持つデータと考えられるからであ

る。自由行動観察の結果を含めて要求品質展開を作成

する効果を確認するために、各行動観察で得られた要

求品質の種類をベン図により表した。結果の一例を表

6 に示す。この解析により、以下のことが分かった。 

(1) すべての商品において、自由行動観察、限定行

動観察、限定部位観察を単独で行うときと比べ

て、二段階行動観察（自由行動観察＋限定行動

観察または自由行動観察＋限定部位観察）を行

うときの得られる要求品質の種類数は約 1.4 倍

～1.5 倍になる。 

(2) 二段階行動観察同士（自由行動観察+限定行動

観察と自由行動観察＋限定部位観察）を比較す
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ると、要求品質および具体的な要求である４次

の要求品質の種類数ともに自由行動観察+限定

行動観察を行ったときの方が多く得られる。 
 

表 6 各行動観察で得られた要求品質の種類（全商品） 

ベン図の領域 1,2 次 3 次 4 次 合計 

自由行動観察のみ 9 58 21 88 

限定行動観察のみ 10 34 19 63 

限定部位観察のみ 3 29 7 39 

自由行動観察∩限定行動観察のみ 6 19 0 25 

自由行動観察∩限定部位観察のみ 2 11 3 16 

限定行動観察∩限定部位観察のみ 5 15 5 25 

自由行動観察∩限定行動観察∩限定部位観察 6 21 4 31 

自由行動観察 23 109 28 160 

限定行動観察 27 89 28 144 

限定部位観察 16 76 19 111 

二段階行動

観察 

自由行動観察＋限定行動観察 38 158 52 248 

自由行動観察＋限定部位観察 31 153 40 224 
 

 二段階行動観察のもう一つの利点として、限定観察

を行う際に限定する箇所が有効であるかどうかを比

較することができる点が挙げられる。二段階行動観察

では、自由行動観察で得られた結果と限定観察で得ら

れた結果を直接比較することができ、それにより、自

由行動観察よりどのくらい要求の数、種類数が増えた

のかを評価することができる。例えば、種類数に着目

し、限定（行動または部位）観察有効率を次式で定義

すると、限定観察の有効性を示す良い尺度になる。  

限定観察有効率＝
限定観察のみで得られた要求品質の種類数

自由行動観察でのみ得られた要求品質の種類数
 

実際にカバンの 3次および 4次の要求品質について求

めると、限定行動観察については 0.92、限定部位観察

では 0.44 となる。このため、行動「持ち歩く」に絞

ったことは有効だったが、部位「手」に絞ったことは

行動「持ち歩く」に絞ったことに比べると有効でなか

ったことがわかる。 

従来の方法に比べた二段階行動観察法の欠点とし

ては、行動観察を行うために商品を利用する場面を予

め決めなければいけない点、行動観察では得られにく

い要求を十分考慮できない点が挙げられる。例えば、

清水がアンケート調査で求めた、カバンに関する信頼

性の要求品質「乱暴に扱っても影響を与えない」、「チ

ャックが壊れない」はカバンの中身を取り出す、中身

をしまう行動に大きく関連しており、観察する行動を

限定する際に考慮すべきものと考えられるが、自由行

動観察で求めた要求品質展開表には含まれていなか

った。 

 

6. 結論と今後の課題 

 本研究では、限定行動観察法の有効性を高めること

をねらいに、限定行動観察を行う前の準備として行っ

ている自由書式のアンケート調査に代替し、自由行動

観察を行う二段階行動観察法を考案した。結果として、

以下のことが分かった。 

(1) 二段階行動観察法を用いると、限定行動観察法

のみを用いた場合に比べて 1.4～1.5 倍の要求

品質の種類数が得られる。なお、どの商品にお

いても、限定行動観察を用いた二段階行動観察

の方が限定部位観察を用いた二段階行動観察

よりもより多くの種類の要求品質が得られた。 

(2) 二段階行動観察法を用いると、限定観察有効率

などの尺度により二段階目で限定した行動や

身体部位が有効であったかを判定できる。 

(3) 自由行動観察を出発点とした場合、使用性以外

の要求品質に関わる行動や身体部位を限定観

察の候補に含め損なう危険がある。 

(4) 限定行動観察や限定部位観察を行うことで、自

由行動観察に比べて、観察者によるばらつきを

低減できる。ばらつきの低減効果は、限定行動

観察の方が大きい。 

今後の課題としては、以下のことが残されている。 

(1) 二段階行動観察法を行うときに、どのように行

動マトリックスや身体部位マトリックスを作

成し、観察する行動や身体部位を限定するのが

よいのかを明確にすること。 

(2) 機能数や移動性以外の商品特性を考慮し、より

多くの商品について同様に検討を行い、得られ

た結果の一般性を確認すること。 
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